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はじめに

２００９年４月９日、民主化後３度目となる総選挙が全国約５２万カ所の投票所で

行われた。２００４年総選挙で選出された議会の任期満了にともなう５年ぶりの総

選挙で、定数５６０の国会（DPR）、定数１３２の地方代表議会（DPD）、および全国

３３の州議会と全国４７１の県・市議会の４つの議会の議席をめぐって政党・政治

家らがしのぎを削った。

この議会選に向けた選挙戦が始まったのは２００８年７月８日のことである。選

挙戦の期間は、投票日まで史上最長の９カ月にわたって設定されたが（１）、民主

化後に実施された過去２度の総選挙と比べると、２００９年総選挙の選挙戦は、もっ

とも盛り上がりに欠けるものだった。５年に１度やってくる国政選挙に加え

て、州知事や県知事・市長を選ぶ地方自治体首長選挙がその間に各地で実施さ

れており、選挙は国民の日常生活の一部となった。また、選挙戦の山場は７月

に実施される大統領選挙であり、４月の議会選挙は大統領選の前哨戦と位置づ

けられるようになったことも影響していた。

むしろ選挙戦期間中にメディアを賑わしたのは、選挙実施行政の混乱であっ

た（詳しくは、本書第３章参照）。選挙そのものよりも選挙実施プロセスのほう

が注目を集めた２００９年の議会選挙であったが、いまや議会は民主政治における

中心的存在であり、大統領の政権運営も国会の動向に大きく左右される。大統

領候補者にとっても、前哨戦としての議会選の結果は非常に重要である。

本章では、４月９日に実施された議会選挙のうち、国会議員選挙を対象とし

て、その結果を分析する。統計的手法による分析結果とあわせて、有権者の投

票行動の変化と連続性を明らかにしたい。

第１節 総選挙参加政党

２００９年総選挙に参加した政党は、政党法（法律２００８年第２号）の定める政党

設立要件と、総選挙法の定める総選挙参加政党要件を満たした３８政党である（表

１および付属資料参照）。総選挙参加政党数は、２００４年総選挙時の２４政党から大

幅に増えた。この背景には、総選挙への参加要件が大幅に緩和されたことがあ
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世俗系政党 イスラーム系政党
２００４年総選挙参加政党
代表阻止条項達成（議席率３％以上）政党

ゴルカル党 開発統一党
闘争民主党 国民信託党
民主主義者党 民族覚醒党

福祉正義党
代表阻止条項未達成（議席率３％未満）・議席保有政党

福祉平和党 月星党
民族憂慮職能党 改革星党
公正統一党
マルハエニズム国民党
民主擁護党
先駆者党
民族民主党
民族ベンテン国民党
新インドネシア闘争党
愛国者党
地方統一党

代表阻止条項未達成（議席率３％未満）・議席未保有政党
独立党 信徒連盟統一党
同盟党
労働者党

新設新党
分派グループ設立新党

維新民主党（PDIP系） 民族太陽党（ムハマディヤ系）
国民大衆憂慮党（旧 PDI系） ウラマー国民覚醒党（NU系）
国民戦線党（PD系）
主権党（PD系）
闘争職能党（PD系）

大統領選個人政党
ハヌラ党（ウィラント元国防治安相）
グリンドラ党（プラボウォ元陸軍戦略予備軍司令官）
ヌサンタラ共和党（ハムンク・ブウォノ１０世ジョグジャカルタ特別州知事）
福祉インドネシア党（スティヨソ元ジャカルタ首都特別州知事）

その他
民主友愛党（カトリック系）
インドネシア労使党
インドネシア青年党

アチェ地方政党
福祉安全アチェ党
アチェ主権党
アチェ住民独立の声党
アチェ大衆党
アチェ党
アチェ統一党

表１ ２００９年総選挙参加政党の分類

（出所）筆者作成。
（注）２００４年総選挙参加政党の特徴については、川村［２００５a］を参照。
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る。２００３年総選挙法（法律２００３年第１２号）では、２００９年以降の総選挙には国会

定数の３％以上、もしくは過半数の州または過半数の県・市における地方議会

定数の４％以上を獲得していることを選挙参加の条件とする「代表阻止条項」

（electoral threshold）が定められていた。この条件をクリアできる政党は、ゴ

ルカル党、闘争民主党、開発統一党、民主主義者党、国民信託党、民族覚醒党、

福祉正義党の７政党だけである。

しかし、２００８年総選挙法では、国会で１議席以上獲得している政党は２００９年

総選挙にも参加できることに変更された。さらに、これを定めた２００８年総選挙

法の条文について、代表阻止条項を満たしていないことは同じであるのに議席

の有無で総選挙参加要件を区別するのは法の下の平等に反するとして２００８年７

月１０日に憲法裁判所が違憲判決を下したため、結局のところ２００４年総選挙に参

加していた２４政党はすべて参加できることになったのである。残りの１４政党

は、今回はじめて総選挙に挑む新党である。

これらの政党をイデオロギー面での相違で分類すると、世俗系が２９政党、イ

スラーム系が９政党となる。ただし、世俗系に分類した政党のなかには、キリ

スト教系の福祉平和党と民主友愛党や、世俗対イスラームという既存の価値対

立とは一線を画し、新しい価値観にもとづく政治を志す非アリラン系の政党、

社会民主主義政党も含まれる（２）。

今回初参加となる１４の新党は、大きく２つに分けられる。第１のグループが、

既成政党を離党した政治家らが立ち上げた政党である。闘争民主党からは維新

民主党が、民主主義者党からは国民戦線党、主権党、闘争職能党の３党が分離

している。イスラーム系政党でも、民族覚醒党の支持基盤であるインドネシア

最大のイスラーム組織ナフダトゥル・ウラマー（NU）からウラマー国民覚醒

党が、国民信託党の支持基盤である同国第２のイスラーム組織ムハマディヤか

ら民族太陽党が新たに誕生した。

新党の第２グループは、４月の議会選挙のあとに実施される７月の大統領選

挙をにらんで、有力候補者が設立した個人政党や候補者と提携した政党であ

る。２００８年大統領選挙法は、立候補者は得票率２０％または議席率２５％以上の政

党もしくは政党連合の公認を得なければならないと定めている。大統領選への

立候補を目指しながらも既存の大政党からの公認を得られそうにない政治家

は、自ら政党を組織し、議会選での成果を足場に大統領選に向けた戦いを有利
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に進めようとしたのである。この手法は、５年前にユドヨノが新しく設立した

民主主義者党の躍進を踏み台にして大統領選挙を勝ち上がった経験にもとづい

ている。

２００９年総選挙でこのような大統領選個人政党としてとくに注目されたのが、

ウィラント元国防治安相が設立したハヌラ党（正式名称、民衆の真心党）と、プ

ラボウォ元陸軍戦略予備軍司令官を大統領候補に推すグリンドラ党（正式名

称、大インドネシア運動党）であった。ウィラントは、２００４年大統領選挙で、ゴ

ルカル党内の公認争いを勝ち抜いて立候補したが、党内に基盤をもたない彼に

対して党組織は冷ややかで、全面的な支援を得られないまま第１回投票で敗れ

去った。自らの足場をもたない政党からの立候補に限界を感じたウィラント

は、２００６年１２月に自らハヌラ党を立ち上げた。一方、プラボウォは当初、所属

するゴルカル党からの公認を受けて大統領選に打って出ることを考えていた

が、党内で候補者選挙は行われないと判断して、グリンドラ党を結成した。

なお、これらの３８政党に加えて、今回からナングロ・アチェ・ダルサラーム

州（以下、アチェ州）の地方議会（州議会、県・市議会）についてのみ、地方政

党の参加が認められ、６政党が認可された。インドネシアにおいては、国家統

一を維持するため、特定地方の利益だけを代表する政党の設立は認められてい

ないが、３０年にわたる内戦に終止符を打った２００５年のヘルシンキ合意の内容に

沿って制定されたアチェ統治法（法律２００６年第１１号）のなかで、アチェだけは

地方政党の設立が認められた。今回は、アチェ統治法が制定されてからはじめ

ての総選挙であり、アチェの地方政党もこれにあわせてはじめて設立されたの

である（３）。

第２節 国会議員選挙の結果

１．ユドヨノ人気を背景に民主主義者党が第１党に

今回の総選挙の注目は、ユドヨノの民主主義者党がどれだけ支持を伸ばせる

かという点であった。民主主義者党の支持率は、ユドヨノ大統領の人気を直接

反映する。ユドヨノ大統領は任期中常に高い支持率を維持してきたが、大統領

選挙に向けてユドヨノの支持率が上昇するのに歩調を合わせるように、民主主

義者党の支持率は投票日直前に２７％にまで達し、同党が第１党になるのは確実
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視されていた（LSI [2009]）。

投票結果は、民主主義者党が得票率２０．８５％で第１党の座についた（表２参

照）。２００１年に設立され、２００４年総選挙ではユドヨノ人気に乗って旋風を巻き

起こした同党は、２度目の総選挙で一気に第１党まで駆け上がったのである。

民主主義者党は、ほぼ全国的に大幅に勢力を伸ばしたが、とくにゴルカル党が

地盤としていた地域で得票率を大きく増やしている。アチェ州で得票率４０．８７％

を記録したのをはじめ、北スマトラ、西スマトラ、ベンクル、ランプン、西ジ

ャワの各州において第１党の座をゴルカル党から奪っている。同様にゴルカル

党の強いジャワ島以東のインドネシア東部地域においても、民主主義者党は支

持を広げた。スハルト体制期以来、ゴルカル王国が築かれたスラウェシ各州に

１９９９年

得票率

２００４年

得票率

２００９年

得票率

民主主義者党 － ７．４５％ ２０．８５％

ゴルカル党 ２２．４３％ ２１．５８％ １４．４５％

闘争民主党 ３３．７３％ １８．５３％ １４．０３％

福祉正義党 １．３６％ ７．３４％ ７．８８％

国民信託党 ７．１１％ ６．４４％ ６．０１％

開発統一党 １０．７０％ ８．１５％ ５．３２％

民族覚醒党 １２．６０％ １０．５７％ ４．９４％

グリンドラ党 － － ４．４６％

ハヌラ党 － － ３．７７％

その他 １２．０６％ １７．３３％ １８．３０％

世俗系政党合計得票率 ６２．３８％ ６１．６６％ ７０．８４％

イスラーム系政党合計得票率 ３７．６２％ ３８．３４％ ２９．１６％

有効選挙政党数 ５．１ ８．５５ ９．５９

選挙ヴォラティリティ（全体） ２３．０ ２８．７

選挙ヴォラティリティ（泡沫政党を除く） ２０．０ ２０．８

表２ ２００９年国会議員選挙の結果

（出所）総選挙委員会（KPU）資料から筆者作成。
（注）１ 総選挙に参加したイスラーム系政党の総数は、１９９９年が２０、２００４年が７、２００９年が９であ

る。
２ 有効選挙政党数は、各党の得票率を２乗して合計した値の逆数で求められる。
３ 選挙ヴォラティリティは、２つの選挙間における政党得票率の差の絶対値の総和を２で

割ったもの。
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も民主主義者党に対する支持は広がり、東南スラウェシ州では民主主義者党が

第１党になった。また、ゴルカル党党首のカラ副大統領の地元南スラウェシ州

では、第１党の座こそゴルカル党がかろうじて維持したが、民主主義者党が得

票率を１２％あまり伸ばして第２党になるなど、スラウェシでのゴルカル党の絶

対的優位が揺らいだ（選挙区レベルの投票結果については、付属資料を参照）。

党の顔としてのユドヨノに依存する同党の体質は、２００４年以降変わってな

い。今回は、国会における実質的な野党は闘争民主党のみ、大統領選において

も有力な対抗馬がいないという政治状況の下、ユドヨノに対する国民の高い支

持がそのまま民主主義者党への支持につながった。

２．退潮が続くゴルカル党と闘争民主党

このように、おもに民主主義者党に地盤を掘り崩される形で、ゴルカル党は

第１党の座から滑り落ち、第２党の地位を確保するのがやっとであった。同党

は、スマトラ島やスラウェシ島各州だけでなく、西ヌサトゥンガラ州やパプア

州でも、民主主義者党の勢力拡張の煽りを受けて支持を失った。また、西カリ

マンタン州や中カリマンタン州は闘争民主党に首位の座を奪われるなど、ジャ

ワ・バリ島以外の「外島」と呼ばれる地盤をことごとく他党に奪われたことが

大きく響いた。スハルト政権期の与党であるゴルカル党は、民主化後も（アブ

ドゥルラフマン・ワヒド政権下の一時期を除き）常に連立政権に参画して権力を

手放すことはなかったが、党勢は選挙を重ねるたびに後退している。党首のカ

ラ副大統領は、アチェ和平交渉を主導して内戦に終止符を打つことに貢献する

など、ユドヨノ政権のなかで一定の役割を果たしたが、政権の成果は民主主義

者党の支持拡大につながるばかりで、ゴルカル党はむしろ自らの勢力を奪われ

てしまったのである。

第３党には、わずかの差で闘争民主党が入った。しかし、闘争民主党もゴル

カル党と同様、１９９９年以降党勢の衰えが取り戻せないでいる。今回の総選挙で

は、バンカ・ブリトゥン群島、西カリマンタン、中カリマンタン、北スラウェ

シの各州で得票率を伸ばしたが、伝統的に強固な地盤であったジャワ島各州や

バリ州での退潮が続いている。ジョグジャカルタ特別州では第１党の座を民主

化後はじめて民主主義者党に奪われた。２００４年大統領選挙でメガワティがユド

ヨノに敗れて下野した闘争民主党は、政権への不満を取り込むことによって有
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権者の支持を集めようとしたが、ユドヨノに対する高い支持率を背景にした民

主主義者党の安定的な戦いぶりには対抗するすべもなかった。

３．苦戦したイスラーム系政党

第４党から第７党までは、福祉正義党、国民信託党、開発統一党、民族覚醒

党というイスラーム系政党が占めた。これらの政党は、福祉正義党を除いて、

前回総選挙から得票率を減らしている。２００４年総選挙で強固な組織基盤と清心

イメージを武器に第７党に躍進した福祉正義党は、３大政党の一角に食い込む

ことを目標としていたが、結果はわずか得票率０．５％の上積みにとどまった。

２００４年に得票率２２．３２％で第１党に躍り出て有権者を驚かせたジャカルタ首都

特別州で約４％得票率が減少したのをはじめ、スマトラ、マルクなどで得票率

が落ちたが、大半の地域で得票率をほぼ維持、もしくは若干の上積みを獲得し

た。民主主義者党を除き、既存政党が軒並み得票率を下げるなかで党勢を維持

できたことは、福祉正義党の強固な組織力を示しているといえる。

一方、もっとも党勢の衰えが激しかったのが、NUを支持母体とする民族覚

醒党である。同党は、NUの本拠地である東ジャワ州に強固な地盤を有してい

たが、同じ NU出身指導者を抱える開発統一党やウラマー国民覚醒党など同じ

イスラーム系政党に支持を奪われるなど大苦戦を強いられた。このような地元

での大敗は、党内の内紛に原因がある。NU元議長で民主化後に大統領を務め

たワヒドが、ムハイミン・イスカンダール党首率いる現執行部体制を認めず、

支持者に対して新党グリンドラ党への投票を呼びかけるなど、党内の混乱が投

票に大きく影響した。

イスラーム系政党全体でみても、２００９年の総選挙では得票率が低下した。２００４

年総選挙ではイスラーム系政党７政党の合計得票率は３８．３４％だったが、２００９

年総選挙ではイスラーム系政党９政党の合計得票率が２９．１６％にまで落ち込ん

だ。１９９９年総選挙と２００４年総選挙では、イスラーム系政党全体の得票率にほと

んど変化がなかっただけに、今回の結果はイスラーム系政党の苦戦を印象づけ

た（詳しくは、本書第６章参照）。

４．大統領候補個人政党も旋風起こせず

第８党と第９党には、プラボウォのグリンドラ党とウィラント率いるハヌラ

第１章 国会議員選挙――民主主義者党の勝利と業績投票の出現――
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党が入った。グリンドラ党からの大統領選立候補を目指したプラボウォは、過

去の強権的軍人というイメージを転換しようと、選挙戦開始直後から豊富な資

金力を利用して大規模な選挙広告を展開した。そのなかでプラボウォが訴えた

のは、自らが庶民の味方として、労働者や農民、漁師といった社会下層の救済

を目指すというポピュリスト的メッセージであった。ウィラントも、新党とし

ての知名度の低さを補おうと、積極的なメディア戦略を展開して有権者への浸

透を図ろうとした。

しかし、両党は、議席を確保することには成功したものの、大統領選での勝

利という目的にとっては満足のいく結果を得ることはできなかった。ウィラン

トもプラボウォも、２００４年の民主主義者党の躍進とユドヨノの大統領選勝利と

いう成功物語を自ら再現しようとしたが、その目論見は大きく外れた。

大統領選候補者が設立する個人政党にとって、支持獲得のためにもっとも重

要なのはその候補者自身の個人的イメージである。ユドヨノは、２００４年総選挙

前から国軍改革派将校、有能な重要閣僚として知名度が高く、人柄に対する国

民の評判も良かった。有権者の抱くこれらのポジティブなユドヨノのイメージ

が、彼の成功の秘訣であった（川村［２００５b：３３］）。一方、ウィラントやプラボ

ウォに対して国民の抱く印象は、決してポジティブなものではない。スハルト

体制最末期に国軍司令官だったウィラントは、スハルトの腹心としてのイメー

ジが強い。また、ウィラントの個人的イメージや政治手腕を国民が評価してい

ないことは、２００４年大統領選挙での敗北ですでに証明されている。プラボウォ

については、さらにネガティブなイメージがつきまとう。スハルトの元娘婿、

人権侵害事件の首謀者といった負の側面は、一定年齢以上の国民の脳裏にしっ

かりと刻み込まれている。つまり、ウィラントもプラボウォも、個人政党の勝

利にとってもっとも重要な要素である、党の顔としてのポジティブなイメージ

をもち合わせていなかったのである。

５．議席の確定

第１党となった民主主義者党から第９党になったハヌラ党までの９政党が国

会で議席を得た（表３参照）。２００９年総選挙で議席を獲得できた政党の数は、

過去の総選挙と比べると、大きく減少している。これは、２００９年総選挙から、

議会における「代表阻止条項」（parliamentary threshold）が設定され、得票率２．５％
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未満の政党は国会の議席が配分されないことが総選挙法で規定されたためであ

る。その結果、過去の選挙制度であれば議席を獲得できた第１０党以下の政党は、

国会で議席を獲得することができなくなったのである。議会における代表阻止

条項の導入によって、多数の政党が分立するという状況に若干の歯止めがかけ

られたことになる。

６．２００９年総選挙の特徴

２００９年国会議員選挙は、民主主義者党のひとり勝ちという結果に終わった。

しかしながら、今回の総選挙の特徴は、民主化後の２度の総選挙と同じ流れの

なかに位置づけられる。それは、有権者の投票行動の流動化、新党設立ブーム

の継続、そして多党化の進行という３つの現象である。

民主化後の３度の総選挙では、毎回第１党が入れ替わっている。それだけで

はなく、第２党以下についても順位の変動が大きく、有権者の投票行動が非常

１９９９～２００４年 ２００４～２００９年 ２００９～２０１４年
議席数 議席率 議席数 議席率 議席数 議席率

民主主義者党 － － ５６ １０．１８％ １４８ ２６．４３％

ゴルカル党 １２０ ２５．９７％ １２７ ２３．０９％ １０６ １８．９３％

闘争民主党 １５３ ３３．１２％ １０９ １９．８２％ ９４ １６．７９％

福祉正義党 ７ １．５２％ ４５ ８．１８％ ５７ １０．１８％

国民信託党 ３４ ７．３６％ ５３ ９．６４％ ４６ ８．２１％

開発統一党 ５８ １２．５５％ ５８ １０．５５％ ３８ ６．７９％

民族覚醒党 ５１ １１．０４％ ５２ ９．４５％ ２８ ５．００％

グリンドラ党 － － － － ２６ ４．６４％

ハヌラ党 － － － － １７ ３．０４％

その他 ３９ ８．４４％ ５０ ９．０９％ ０ ０

合計 ４６２ １００ ５５０ １００ ５６０ １００

世俗系政党合計議席 ２９０ ６２．７７％ ３１７ ５７．６４％ ３９１ ６９．８２％

イスラーム系政党合計議席 １７２ ３７．２３％ ２３３ ４２．６３％ １６９ ３０．１８％

有効議会政党数 ４．７２ ７．０７ ６．２１

表３ ２００９～２０１４年期国会の構成

（出所）総選挙委員会（KPU）資料から筆者作成。
（注）１ 国会に議席を得たイスラーム系政党の総数は、１９９９年が１０、２００４年が６、２００９年が４であ

る。
２ 有効議会政党数は、各党の議席率を２乗して合計した値の逆数で求められる。
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に流動的であることが民主化後の選挙に共通する第１の特徴である。投票行動

の流動性を、２つの選挙の間で全体としてどの程度の票が移動したかを示す選

挙ボラティリティ（electoral volatility）という指標を使って確認してみると（４）、

２００４年には２３．０だったのが２００９年には２８．７に増加している。ただし、泡沫政党

を除いた選挙ボラティリティは、２００４年が２０．０で、２００９年が２０．８とほとんど変

化していないが、他国と比べるとこの数値はかなり高い値である（５）。

このような高い投票行動の流動性をもたらす要因としては、多くの有権者が

支持する特定の政党をもたないことが挙げられる（６）。スハルト体制期に政治的

動員を解除された国民は、特定の支持する政党をもたないまま、また政党によっ

て組織化されないまま民主化後の選挙に参加しているのである（川村［近刊予

定］）。

このような流動的な有権者の投票行動をあてにして、新しい政党が続々と設

立されるようになった。この新党設立ブームという民主化後の選挙に共通する

第２の特徴は、２００９年においても継続している。１９９９年総選挙では、ハビビ政

権下で政党の設立が自由化されたことを受け、選挙参加政党数は４８にのぼっ

た。２００４年以降も毎回１０以上の新党が選挙に参加している。

しかも、新党設立ブームは選挙戦を単に盛り上げるだけでなく、毎回新しい

政治勢力を作り出している。民主化直後の新党ブームは、民族覚醒党や国民信

託党、月星党などのイスラーム系政党を誕生させた。２００４年には、大統領候補

者の個人政党の先駆けとして民主主義者党が登場する一方、イスラーム主義を

掲げ、新しい政党のあり方を実践した福祉正義党が躍進した。そして、２００９年

には、民主主義者党のあとを追うように大統領候補者の個人政党として設立さ

れたグリンドラ党とハヌラ党が議席を獲得している。

このように有権者の投票行動が流動化するとともに、新党がその受け皿とな

ることで、民主化後は多党化が継続的に進行している。これが、第３の特徴で

ある。極端に小さな泡沫政党を除く主要な政党の数を示す有効政党数を計算し

てみると（７）、２００９年総選挙の得票率をもとにした有効選挙政党数は９．６である。

１９９９年が５．１、２００４年が８．６と、選挙ごとに有効政党数は増加する傾向にある

が、２００９年もその傾向が継続している。ただし、議席率をもとにした有効議会

政党数は、議席獲得のための代表阻止条項の導入によって減少に転じ、２００４年

の７．１から６．１となった。

24



第３節 有権者の投票行動の定量的分析

それでは、有権者は何を基準として投票行動を決めているのであろうか。こ

の点を明らかにするために、選挙区レベルの選挙結果を州レベルに換算して、

有権者の投票行動を定量的に分析してみる。なお、以下の分析では絶対得票率

（有権者数に占める得票数）を「得票率」と呼ぶ。

定量的分析では、２つの点に注目する。ひとつは、「アリラン」と一般に呼

ばれる世俗主義とイスラームとの間の社会宗教的亀裂にもとづいた投票行動で

ある。もうひとつは、政権もしくは与党の成果をみて投票先を決める業績評価

投票である。前者については、１９９９、２００４年の得票率との比較から、イスラー

ム系政党の支持者と世俗系政党の支持者との間で異なっていた投票行動のパ

ターンが２００９年においても維持されたのかどうかという点を確認する。後者に

ついては、過去の経済状況を反映した投票行動（回顧的な評価）がみられたか

どうかという点を検証する。

なお、本節で得られた分析結果の解釈にあたって注意すべき点を２点ここで

は確認しておく。第１に、情報の制約という点である。今回の分析では、２００９

年１０月時点で入手できなかった情報については利用していない。第２に、投票

行動の分析にあたっては、有権者個人の情報ではなく、州レベルでの集計値を

利用した。したがって、ここでの分析結果は、州の特徴と投票結果との相関関

係を示しているにすぎないという点を踏まえて解釈する必要がある。

１．亀裂投票の分析

イスラーム系政党と世俗系政党の得票率の変化

表４は、州別の投票率、無効票率、有効票率、イスラーム系政党の得票率、

世俗系政党の得票率について平均値をまとめたものである。なお、２００４年につ

いては、州別では有効票数のデータしか得られていない。表４からわかること

は、投票率が１０年前から１５．５％ポイント下がったこと、無効票率が５．４％ポイ

ント上がったこと、そしてそれらを反映して有効票率が２１％ポイント減少した

ことがわかる。

次に、イスラーム系政党と世俗系政党の得票率を確認すると、２００９年にはそ
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れまでと異なる変化が２点確認できる。すなわち、第１に、イスラーム系政党

の得票率が大きく落ちている点である。１９９９～２００４年にかけては、世俗系政党

でイスラーム系政党を大きく上回る得票率の減少がみられたのに対し、２００４～

２００９年にかけては、それが逆転している。第２に、州を単位として１期前の選

挙結果と比較すると、イスラーム系政党の得票率の減少がとくに一部の州に限

定されていたわけではないことが確認できる。図１は、２００４年ならびに２００９年

のイスラーム系政党の得票率に関して、それぞれ１期前の総選挙時の得票率と

２００９年 ２００４年 １９９９年

投票率 ７３．８ － ８９．４

無効票率 ９．０ － ３．６

有効票率 ６４．８ ７３．２ ８５．８

イスラーム系政党得票率 １７．５ ２４．６ ２６．１

世俗系政党得票率 ４７．３ ４８．６ ５９．７

表４ 記述統計量：平均値（％）

（出所）KPUの発表をもとに筆者計算。
（注）１ 絶対得票率（有権者数に占める割合）でみた平均値。

２ 政党の分類については表１を参照。

図１ イスラーム系政党の絶対得票率：２期間比較
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の関係を散布図で示したものである。図からは、２００４年において得票率が高かっ

た州ほど２００９年に得票率を減らしていることがみてとれる。散布図にあてはめ

た直線で比較すると、２００４～２００９年にかけては直線の傾きが小さくなってい

る。この変化は世俗系政党と比較するとよりはっきりする。図２は世俗系政党

について同様に散布図をとったものであるが、散布図にあてはめた直線の傾き

はほぼ並行線であることがわかる。

それでは、２００９年にみられたイスラーム系政党の得票率の減少は、世俗系政

党の得票率の増加につながったのであろうか。そこで、「２００４年にイスラーム

系政党の得票率が高かった州で、２００９年には世俗系政党の得票率が増加した」

という仮説を立て、より厳密な分析を行ったが、その仮説を統計的に裏づける

ことはできなかった（８）。つまり、これらの分析結果は、イスラーム系政党でみ

られた２００９年における大きなトレンドの変化が、世俗系政党の得票率に影響を

及ぼしていたとは言えないということを意味する。

棄権票の分析

それでは、イスラーム系政党の得票率の減少分はどこへ向かったのだろう

か。表４からは、１９９９～２００４年にかけて、棄権票と無効票の合計値（以下、白

図２ 世俗系政党の絶対得票率：２期間比較
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票と表記（９））の有権者に占める割合が１２．７％増加したこと、２００４～２００９年にか

けては８．３％増加したことが確認できる。そこで考えられるのは、２００９年には、

イスラーム系政党の得票率がかつて高かった地域において、白票率の増加がみ

られたのではないかということである。

縦軸に２００４年、２００９年の白票率、そして横軸に１期前のイスラーム系政党得

票率をとって散布図を描くと、図３のようになる。すると、２００９年には白票率

と１期前のイスラーム系政党得票率との間に右上がりの直線を描くことができ

る。この関係が統計的に意味のあるものかどうかを分析したところ、イスラー

ム系政党の得票率がかつて高かった地域で２００９年には白票率が高まっているこ

と、また、１９９９年、２００４年にイスラーム系政党の得票率が高かった地域ほど２００９

年には棄権票率が増えていることが確認できる（１０）。これは、主要イスラーム系

政党で内紛が続いたことなどに嫌気を起こした支持者が、投票しないという選

択を行ったためだと考えられるが、この点に関しては今後の検証を待ちたい。

ここまでの分析結果をまとめると、イスラーム系政党の得票率が大きかった

地域ほど２００９年にはその減少がみられたこと、しかしそれは世俗系政党の得票

図３ 白票（棄権票と無効票の合計）率と１期前のイスラーム系政党の
絶対得票率との関係
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率の増加としてではなく、おもに棄権票率の増加に貢献していたことがわかっ

た。これは、イスラーム系政党と世俗系政党とをまたいだ投票行動が明示的に

みられなかったという点で、２００９年においても社会宗教的な亀裂にもとづいた

投票行動が依然として残っている可能性を示唆している。

２．業績投票の分析

民主主義者党と闘争民主党に対する業績投票

上記のように、投票行動の流動性は高いものの、社会宗教的亀裂にもとづく

投票行動は維持されており、イスラーム系政党の得票率低下が世俗系政党全体

の得票率を左右していなかったとすれば、何が各政党の得票率に大きな影響を

与えてきたのだろうか。そこで、次のような仮説を立ててみたい。政権に強く

コミットした（と有権者に認識された）政党の政権運営の成果が好ましいもの

であるならば、（たとえそれが政策の結果として得られた成果でなくとも）有権者

はその政党に正の業績評価を下し、投票を通じて支持を表明する一方、政権か

ら距離をとっていた政党、すなわち野党に対しては、有権者の支持は低くなる、

という仮説である。

この仮説の検証には、２つの前提がある。第１に、ユドヨノ大統領が実質的

なオーナーである民主主義者党を与党、２００４年の大統領選に敗れて下野したメ

ガワティ率いる闘争民主党を野党と有権者が認識していると仮定した上で、

２００４～２００９年にかけての両党の得票率を分析する。第２に、政権に対する業績

評価は、経済運営の善し悪しのみを反映していると仮定する。この仮定のもと

で、データとしては先行研究を踏まえて、①州別の実質民間消費、②インフレ

率（民間消費デフレーターから計算したもの）を用いる。民間消費は域内総生産

を支出項目別にみた際の家計の消費額をあらわしている。域内総生産を分析に

用いることも可能だが、そこには中央政府との間で利益が配分される天然資源

の生産も含まれているため、地域によっては実際の所得水準から乖離している

ことが懸念される。その点で、民間消費は州別の家計の所得レベルをより反映

した情報と考えられよう。ただし、２００８年以降の州別の経済状況に関する情報

はまだ手元にない。そこで、２００７年までの経済状況の変化をもって、２００９年の

得票率を分析する変数として代替的に用いる。

まず、民主主義者党、闘争民主党にゴルカル党を加えた３政党の得票率なら
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２００９年 ２００４年

政党別得票率（％）

民主主義者党 １２．１ ４．７

闘争民主党 ７．６ １１．０

ゴルカル党 １１．１ １８．４

経済状況変数（％）

実質民間消費成長率 ５．７ ４．３

インフレ率 ９．７ ６．５

表５ 記述統計量

（出所）BPS [2006 ; 2008]ならびに KPUの発表をもとに
筆者計算。

（注）１ 実質民間消費成長率は、２０００年価格表示での
州別民間消費の指数平均値。
インフレ率は、民間消費デフレーターを用い
て計算（指数平均）。

２ ２００９年の推計には、２００４～２００７年にかけての
３カ年の指数平均、２００４年の推計には、２００１
～２００４年にかけての３カ年の指数平均を用い
ている。

びに経済状況について、州を単位とした場合の平均値で推移をみてみよう。表

５では、①２００４～２００９年にかけて民主主義者党の得票率の平均値が増加したの

に対して、闘争民主党、ゴルカル党がそれぞれ得票率を落としている、②実質

民間消費成長率は２００９年には２００４年よりも１．３％ポイント増加しているが、イ

ンフレ率も３．１％ポイント上昇していることが確認できる。次に、散布図（図

４）でみると、２００９年には民主主義者党は民間消費成長率の高い州で得票率が

高くなっているのに対し、闘争民主党は逆に得票率が低くなっているようすが

わかる。この経済状況の変化と両党の得票率の変化との関係を確認するために

統計的な分析を行ったところ、民間消費成長率が１％増加すると与党（野党）

の得票率が約０．５～０．７％ポイント増加（減少）する、という業績評価投票が確

認された。ただし、インフレ率については仮説と反対の方向への効果が一部出

てきたため、解釈が難しい。この点については、県・市別の投票結果や２００９年

の地域別経済状況といった情報が揃うのを待ってあらためて検討したい（１１）。
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図４ 実質民間消費成長率と絶対得票率との関係：２００９年

おわりに

民主主義者党の第１党への躍進という結果に終わった総選挙だったが、多党

化や新党設立ブームといった民主化後に共通する特徴が今回もみられた。ま

た、有権者の投票行動も、政党間ではきわめて流動的であると同時に、世俗と

イスラームという社会的亀裂にもとづいた投票行動が継続している可能性を本

章では確認した。

一方、今後の選挙に影響を与えるであろう新しい動きもみられた。現政権・

与党に対する業績の評価にもとづいた有権者の投票行動が、２００４年選挙を分析

した先行研究では不明瞭な形でしか示されなかったが、今回はそれをはっきり

と確認することができた。また、議席獲得のための最低得票率が導入されたこ

とで、議会レベルにおける多党化の進行に歯止めがかけられた。今後これが新

党設立ブームの歯止めとなるかが注目される。
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【注】

（１）ただし、２００８年７月８日～２００９年３月１２日までは街頭での選挙運動は禁止さ

れており、会合や戸別訪問、マスメディアを通じた広報活動のみが許された。

（２）選挙・投票行動研究でいう「アリラン」とは、政治的宗教性の低いイスラー

ム教徒が世俗系政党を支持し、敬虔なイスラーム教徒がイスラーム系政党を

支持するパターンがみられるとする分析枠組みである。詳しくは、川村［２００８］

および川村・東方［２００９］を参照。

（３）アチェにおける議会選挙の結果については、第６章を参照。

（４）選挙ボラティリティは、２つの選挙間における政党得票率の差の絶対値の総

和を２で割って求められる。

（５）たとえば、ヨーロッパ１３カ国における１８８５～１９８５年の間の選挙ボラティリテ

ィの平均が８．６、１９７４年以降に民主化した南ヨーロッパ諸国の選挙ボラティリ

ティの平均が約１１～１５、１９８０年代に民主化したラテンアメリカ諸国が２０前後

である。

（６）政党帰属意識を問うた LSI [2008]の世論調査では、２００３年１１月～２００８年１１月

の期間、「政党支持がある」と答えた回答者の割合は、最高で５８％、最低で１５％、

多くの場合２０～３０％であった。つまり、７～８割の回答者は通常、「政党支持

なし層」なのである。

（７）有効選挙政党数は、各党の得票率を２乗して合計した値の逆数である。政党

の議席率でこれを計算すると有効議会政党数が求められる。

（８）詳細は、付表１の推計結果を参照されたい。推計は、１期前の得票率を説明

変数として、傾きの変化の有無を最小二乗法（OLS）によって行った（集計

ロジット・モデルによって行った結果は、ほぼ同一だったため省略する）。表

の（１）では、イスラーム系政党と２００９年ダミーとの交差項の係数が有意な

負の値となったのに対し、世俗系政党と２００９年ダミーとの交差項の係数は統

計的に有意でない。イスラーム系政党の票が世俗系政党に流れたとすれば、

２００４年時点でイスラーム系政党の得票率が高かった州（世俗系政党の得票率

が低かった州）で２００９年に世俗系政党の得票率が増加した場合、後者の交差

項は負に有意な値となるはずである。なお、（３）では被説明変数を世俗系政

党の得票率、説明変数にイスラーム系政党の得票率を用いて分析しているが、

やはり交差項は有意な値となっていない。

（９）インドネシアでは、棄権と無効票（白票）を投じる行為をゴルプット（Golon-

gan putih : Golput）と呼んでいる。ゴルプットについては、川村・東方［２００９：

２７９‐２８０］を参照。
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（１０）推計結果は付表２を参照。無効票を被説明変数とした場合には、２００４年のイ

スラーム系政党の得票率との間でのみ統計的に有意な関係がみられるが、１９９９

年の同得票率との間にはそれが確認できず、係数が棄権票率についての推計

結果を下回っていることから、無効票率とイスラーム系政党得票率との関係

は相対的に弱いことがわかる。

（１１）推計結果については付表３を参照。ここでは Fair [1996]を参考にして、次の

ような業績投票モデルで推計した（V：得票率、P：政党、i：州、t：年、g：

実質民間消費成長率、π：インフレ率、DR：大統領ダミー）。�������０��１・�i,t��２・�i,t��１・�����２・�i,t・�����３・�i,t・�����・������� �����
１期前の得票率（������� ）が入っているのは、州ごとの特定政党への支持と
いった影響を制御するためである。DRは選挙時に大統領が政党に所属してい

た場合に１を、そうでない場合には－１となるダミー変数である。分析にあ

たって注目するのは、大統領ダミーと経済状況との交差項、すなわちβ２なら

びにβ３である。もし大統領が選挙時（t）に政党 Pに所属していれば、その

大統領の任期中にみられた所得（＝消費）の増加は政党 Pの得票率�����を増
加させるように働き、β２は正の値となる。また、高いインフレ率は得票率を

減らす方向へ働き、β３は負の値になると予想される（逆に、政党 Pが選挙時

に野党であったのならば、所得の増加は逆風としてその得票率を減らす方向

へ働くであろう。ただし、このときはダミーが負の値をとるため、係数β２は

正の値となる）。

なお、２００９年の得票率を被説明変数とした推計結果では、交差項のみ結果

が表示されているが、これは完全多重共線性のため、どちらか片方を落とす

必要があるからである。また、推計は得票を１、そうでない場合を０とする

二値選択型の集計ロジット（Grouped Logit）モデルによって行った。この推

計方法では、得られた結果を直観的に理解するのが難しいため、各変数が平

均値から１単位変化したときの被説明変数の変化（限界効果）を計算し、表

に併記した。推計方法の詳細は、Greene [2000 : 834‐837]を参照。

最後に、インフレ率の係数が仮説と異なった点については、ここでは、①

原油価格が下落したのにともない２００９年は選挙前に燃料価格の引き下げを

行ったため、２００７年までにインフレ率が高かった地域ほどこの引き下げによっ

てインフレ率が低くなっていたのかもしれない、②有権者は実質所得の変化

ではなく名目所得の変化に反応している（貨幣錯覚）、といった可能性をひと

まず指摘しておく。
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被説明変数 得票率

イスラーム系政党 世俗系政党 世俗系政党

（１） （２） （３）

説明変数

１期前の得票率 ０．７３３ ０．６７５ －０．７７８

［０．０８４］＊＊＊ ［０．１０３］＊＊＊ ［０．１１１］＊＊＊

１期前の得票率 －０．４１７ －０．０９６ ０．０６２

×２００９年ダミー ［０．１２１］＊＊＊ ［０．１５４］ ［０．１６２］

２００９年ダミー ０．０４３ ０．１０９ －０．０４０

［０．０３２］ ［０．０８７］ ［０．０４９］

定数項 ０．０５４ ０．０８３ ０．６８９

［０．０２１］＊＊ ［０．０６３］ ［０．０３８］＊＊＊

サンプルサイズ ６６ ６６ ６６

決定係数 ０．７５４５ ０．６１６９ ０．６０４５

付表１ 推計結果：得票率のトレンドの変化の検証

（出所）筆者推計。
（注）１ （１）と（３）では説明変数（１期前の得票率）にイスラーム系

政党得票率を用いている。（２）では説明変数に世俗系政党の得
票率を用いている。

２ 括弧内の数字は分散不均一頑健標準誤差。＊＊、＊＊＊はそれぞれ
５％、１％水準で統計的に有意であることを示す。

第１章 国会議員選挙――民主主義者党の勝利と業績投票の出現――

35



被説明変数 白票率 ２００９年の棄権票率 ２００９年の無効票率

（１） （２） （３） （４） （５）

説明変数

１期前のイスラーム系政党得票率 ０．０４４ ０．２７６ ０．１２４

［０．１２８］ ［０．０９８］＊＊＊ ［０．０６０］＊＊

１期前のイスラーム系政党得票率 ０．３５５

×２００９年ダミー ［０．１７０］＊＊

２００９年ダミー －０．００３

［０．０５４］

２期前のイスラーム系政党得票率 ０．２９６ ０．０６３

［０．０７９］＊＊＊ ［０．０５３］

定数項 ０．２５７ ０．１９４ ０．１８５ ０．０５９ ０．０７４

［０．０４２］＊＊＊ ［０．０２６］＊＊＊ ［０．０２３］＊＊＊ ［０．０１６］＊＊＊ ［０．０１３］＊＊＊

サンプルサイズ ６６ ３３ ３３ ３３ ３３

決定係数 ０．２９４８ ０．１７１６ ０．２８１１ ０．１６８５ ０．０６１１

付表２ 推計結果：白票率・棄権票率・無効票率とイスラーム系政党得票率

（出所）筆者推計。
（注）括弧内の数字は分散不均一頑健標準誤差。＊＊、＊＊＊はそれぞれ５％、１％水準で統計的に有意

であることを示す。
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被説明変数
２００９年得票率 ２００４～２００９年得票率

民主主義者党 闘争民主党 闘争民主党

（１） （２） （３）

係数 限界効果 係数 限界効果 係数 限界効果

説明変数

民間消費成長率 －１．５６６ －０．１２３

［３．５１８］

インフレ率 ０．０８９ ０．００７

［２．２７６］

大統領ダミー －０．６４７ －０．０５１

［０．３０９］＊＊

×民間消費成長率 ６．９１２ ０．７３０ ７．５０４ ０．４７５ ７．７１７ ０．６０５

［３．７４９］＊ ［４．３６８］＊ ［３．５１８］＊＊

×インフレ率 ３．８３９ ０．４０５ ０．８０４ ０．０５１ １．６２２ ０．１２７

［１．８１５］＊＊ ［２．０９９］ ［２．３０３］

１期前の得票率 ４．６３８ ０．４９０ ５．５４０ ０．３５０ ４．７７２ ０．３７４

［１．９１５］＊＊ ［０．７０５］＊＊＊ ［０．４３６］＊＊＊

定数項 －２．９６８ －２．７３２ －３．０９２

［０．３３２］＊＊＊ ［０．４３０］＊＊＊ ［０．３３４］＊＊＊

サンプルサイズ ３０ ３０ ６０

決定係数 ０．３３７４ ０．７５７４ ０．７６９９

付表３ 推計結果：業績投票

（出所）筆者推計。
（注）１ 実質民間消費成長率は、２０００年価格表示での州別民間消費の指数平均値。

２ インフレ率は、民間消費デフレーターを用いて計算（指数平均）。
３ ２００９年の推計には、２００４～２００７年にかけての３カ年の指数平均、２００４年の推計には、２００１

～２００４年にかけての３カ年の指数平均を用いている。
４ 括弧内の数字は標準誤差。＊、＊＊、＊＊＊はそれぞれ１０％、５％、１％水準で統計的に有意で

あることを示す。
５ 限界効果は平均値から各変数が１単位増加したときに被説明変数が何ポイント増えるかを

計算した値。

第１章 国会議員選挙――民主主義者党の勝利と業績投票の出現――
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